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第 1章 調査の概要 
 




















































全国の中間支援組織 529団体 （図表１－１）。 
対象機関の特定に当たっては，平成 26（2014）年 12月現在，①認定特定非営利活動法人
日本 NPO センター「日本 NPO 支援センター一覧」，②特定非営利活動法人 NPO サポート
センター「中間支援組織一覧」，③認定特定非営利活動法人大阪 NPO センター「中間支援







No 都道府県名 組織数 No 都道府県名 組織数 No 都道府県名 組織数 
１ 北海道 13(4) 17 石川県 5(2) 33 岡山県 6(1) 
２ 青森県 3(2) 18 福井県 6(1) 34 広島県 8(0) 
３ 岩手県 10(3) 19 山梨県 3(1) 35 山口県 10(2) 
４ 宮城県 12(6) 20 長野県 9(2) 36 徳島県 4(1) 
５ 秋田県 5(0) 21 岐阜県 12(2) 37 香川県 4(1) 
６ 山形県 7(2) 22 静岡県 16(4) 38 愛媛県 12(5) 
７ 福島県 17(4) 23 愛知県 31(6) 39 高知県 3(2) 
８ 茨城県 7(1) 24 三重県 17(2) 40 福岡県 21(6) 
９ 栃木県 11(3) 25 滋賀県 11(7) 41 佐賀県 13(2) 
10 群馬県 11(5) 26 京都府 19(4) 42 長崎県 4(1) 
11 埼玉県 17(3) 27 大阪府 33(11) 43 熊本県 7(2) 
12 千葉県 23(4) 28 兵庫県 18(5) 44 大分県 3(0) 
13 東京都 47(11) 29 奈良県 5(0) 45 宮崎県 2(0) 
14 神奈川県 29(6) 30 和歌山県 5(2) 46 鹿児島県 7(2) 
15 新潟県 7(2) 31 鳥取県 2(0) 47 沖縄県 8(1) 


















 調査票配布件数   529件 
 回収数（回収率）   133件 （25.1％） 






























































の支援目的で設置された施設の運営や，NPO への情報提供，そして NPO 間のネットワー
クづくりが中心とされてきた。しかし，近年における中間支援組織の支援対象は，NPO に


























 個々の NPO が抱える問題に対する解決策の開発・構築や普及・啓発等の役割もあるが，
NPO 同士や行政，企業との連携・協働の調整役（コーディネーター）としての役割への期
待感は大きい。また，NPO 全体に対する課題把握や個々の NPO では取り組めない社会的
課題に対して社会全体に訴え共有化し，問題解決方法などを創出することも重要な役割で
ある。 












・資金提供 ・資源仲介 ・人材育成 
・ネットワーク／コーディネーション 
・経営基盤強化，コンサルティング 






























（１）中間支援組織の例としては，別添「事例１：認定特定非営利活動法人 大阪 NPO センター」「事
例２：特定非営利活動法人 NPO サポートセンター」を参照のこと。 
（２）一人で複数の異なる作業や工程を遂行する技能を身につけた人材（「多能工」）を教育・訓練す 











（３）内閣府（2014）『平成 25年度 NPO 法人に関する世論調査』 







事例１：認定特定非営利活動法人 大阪 NPO センター 
 
所在地：〒541-0046 大阪府大阪市中央区平野町 1 丁目７番１号 堺筋髙橋ビル５F 





設立年月：1996 年 11 月   
認証日（１）：1999 年 4 月 14日   











 特定非営利活動法人大阪 NPO センターの前身である大阪 NPO センターは，大阪青年
会議所がその設立を提唱し，1996 年 11月 21 日の設立総会を経て，我が国で初めての NPO
センターとして設立された。その後，1998年３月に審議可決された特定非営利活動促進法
に基づき同年 12 月１日に認証申請，そして，1999 年４月 14日に大阪府認証第１号の特定
























２ 相談・コーディネート機能 各種相談対応，専門家派遣，コンサルティング 
３ ネットワーキング機能 
CB（コミュニティビジネス）・CSO アワード， 
企業の CSR 支援， 
近畿ソーシャルビジネス・ネットワーキング 
４ 事業創出・拡充機能 インキュベーション，スペース貸与 




７ 組織強化機能 ソーシャルビジネスプランコンペ，マネジメント講座 










事例２：特定非営利活動法人 NPO サポートセンター 
 
所在地：〒104-0061 東京都中央区銀座 8-12-11 第 2サンビル 
TEL：03-3547-3206  FAX：03-3547-3207 




設立年月：1993 年９月    









 1988 年，理事長の山岸の NPO 視察と交流のための訪米を機に，NPO の実践活動と研
究を開始した。1989 年，ラルフ・ネーダー氏を招いてシンポジウムを開催するなど，非営
利・独立（NPO）型のシンクタンクの構築を目指して活動を展開し，1993 年に日本最初









① NPO マーケティング・プログラム 
共催：パナソニック株式会社，多摩大学総合研究所 
2008 年からパナソニック(株)との協働事業として実施。これ

















回 20 講座）開催。 
② キャリアカレッジ 
 NPO で働きたい人を対象に，NPO のイロハから，組織運営の基礎を学ぶ。NPO での




① 支援者管理データベース（セールスフォース）普及事業                                                            





















 最近の調査研究では，2014 年度 内閣府 マネジメント人材育成支援に関する調査＜法
人財務＞ほか。      





























② スタッフ：有給スタッフの平均は 6.6 人，無給スタッフの平均は 10.3 人である。 
③ 予算：収入額の中央値は 887万円となっている。 
④ 事業内容：提供する資源やノウハウとして９割以上の団体が「情報」を挙げてい
る。資金提供をする団体は少ない。 












分化していく可能性があることも指摘されている（内閣府国民生活局, 2002, pp.31-32）。 
 これとは別に，日本 NPO センターでは，平成 19（2007）年度と平成 24（2012）年度に，
全国の NPO 支援センターを対象にした質問紙調査を行っている。ここでは 2012 年度調査
を取り上げる。平成 24（2012）年度調査は２回にわたって行われ，第１次調査は，日本
NPO センターのホームページの「NPO 支援センター一覧」に掲載されている全国 334 の
NPO 支援センターを対象にし，第２次調査はインターネット上で NPO 支援センターの可






① 設立時期：平成 13（2001）〜平成 15（2003）年と，平成 18（2006）〜平成 20（2008）
年の２回，ピークがあるが，設置数は一貫して増加している。 
② スタッフ：正規スタッフ，非正規スタッフともに 4.6人である。 















































































や NPO が新たな教育事業を展開できるかが注目される。 




































































Ⅱ NPO 等への支援に関する質問（喫緊の３年間） 
 支援する NPO 等の所在地（Q23） 
 NPO 等への支援内容（Q24），助言・相談の内容（Q25），講座・研修の内容（Q26） 
































 調査主体は，①国立教育政策研究所，②特定非営利活動法人 NPO サポートセンター，














査期間は，2015（平成 27）年１月 30 日（金）～２月 24 日（火）の３週間程度で，回収数
（回収率）は，133 団体（25.1%）であった。なお，中間支援組織に該当しないと回答した







荻野亮吾, 2014, 「地域の学習資源を活かす社会教育施設の連携の形とは」『社会教育』821, pp.10-15. 
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府国民生活局, 2002，認定特定非営利活動法人日本 NPO センター, 2013），調査対象や調
査方法が異なるため，集計値の直接の比較を行うことはできない。このため，調査結果か
ら得られた知見について適宜，参照する形とする。 














































年」と答えた割合が 42.7％，「2004〜2008 年」と答えた割合は 21.3％，「2009 年以降」と






 団体の運営形態については（Q４），「公設公営」が 18.9％，「公設民営」が 31.8％，「民
設民営」が 49.2％となっていた。過去の調査では，運営形態ごとに収入・支出や行う事業
が異なることが明らかになっており（内閣府国民生活局, 2002，認定特定非営利活動法人































齢者，県外からの U ターン・I ターン促進，就職支援，環境活動，子育て支援，防災・災
害救援などの項目が挙げられていた。 
 



























































































 回答した団体の，2013（平成 25）年度の収入額については，平均は 6,600 万円程度であ







図表４－11 2013 年度の収入内訳（N=119） 
 
  
 一方，回答した団体の，2013（平成 25）年度の支出の平均値は 5,300 万円程度であった
（Q13）。この内訳を見ると，人件費以外の事業費が５割強（53.6%），事業費のうちの人件
費が３割強となっており，管理費は１割弱であった（図表４−12）。 

































下」の団体が最も多く（25.0%），次いで「７〜10 人」が 22.7%，「４〜６人」が 21.2%，「11



































































































































































































































































































































































































































２． NPO 等への支援の状況 
（１） 支援する NPO 等の所在地 





図表４－26 支援する NPO 等の所在地（N=132） 
 
 






















 内閣府国民生活局（2002, p.50）の調査結果により，NPO 支援のために提供する資源
やノウハウの１位が「情報」（9 割以上）となっていた。また，認定特定非営利活動法人日







図表４－27 NPO 等への支援の内容（N=132） 
 
 










図表４－28 NPO 等に対して行っている助言・相談の内容（N＝132） 
 
 





































































































図表４－30 NPO 等のニーズ把握の仕方（N＝132） 
 
 
（３） 支援している NPO 等がかかわっている教育関連領域 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































行政職員や NPO 法人職員への研修 
 「一般財団法人社会的認証開発推進機構：行政職員を対象とした市民協働に関





 「NPO 法人やまぐち県民ネット 21：県からの指定管理業務として，行政職員や
NPO 法人職員を問わず，公益活動に資する各種テーマの研修（地域づくり，広
報，事務局機能など）を実施している。」 
 「特定非営利活動法人かごしま NPO 支援センター：鹿児島県共生・協働センタ
ーと連携し，県内 NPO 法人への研修事業を行っている。 単なる１回の研修会







 「NPO 法人うつくしま NPO ネットワーク：郡山市との協働事業により，市民
活動団体，社会福祉協議会，町内会連合会，社会的企業，中学校などが参画し，
































 「NPO 法人練馬区障害者福祉推進機構：民間企業と NPO，学校が協力して科
学の実験授業を開催。」 






























































21．他の教育関連 NPO 等への助成：検定制度の導入 
 































































内閣府国民生活局, 2002, 『中間支援組織の現状と課題に関する調査報告書』財務省印刷局. 
認定特定非営利活動法人日本 NPO センター, 2013, 『2012 年度 NPO 支援センター実態調査報告書』 
日本 NPO センター. 















 中間支援組織で法人格を持っている団体は 67.4％であった（Q１）。 
運営形態別に見ると法人格を有している割合は，公設公営では 16.0%，公設民営 61.9%，
民設民営は 90.8%と，公設公営の取得率は低い。認定特定非営利活動法人格の取得率では





 団体設立年を尋ねた結果，「1998 年以前」22.0％，「1999〜2003 年」32.6％，「2004〜2008
年」25.8％，「2009 年以降」と答えた割合は 19.7％であった（Q３）。今回，回答した団体
のうち，1998年以降に設立された団体が４分の３以上であった。運営形態別に見ると 2004



















































の増進を図る活動」が 35.6%，という割合となっていた。平成 26年度に内閣府が NPO 全








では 32.0%，公設民営 76.2%，民設民営は 72.3%，社会教育は公設公営では 16.0%，公設民
営 47.6%，民設民営は 52.3%と，公設公営の割合が低くなっている。災害救援は公設公営で





ても第 1 位に挙げた中間支援組織の割合が公設公営では 48.0%，公設民営 59.5%，民設民営






















































































化した」は公設公営では 4.0%，公設民営 21.4%，民設民営は 56.9%と，民設民営の割合が
高い。「行政及び公共団体の呼びかけで市民が公募で集まり組織化した」は公設公営では
0.0%，公設民営 33.3%，民設民営は 6.2%，「行政及び公共団体の内部組織として発足したも















成り立っている部分もあると言えよう。収入全体を 0 円から 799 万円，800 万円から 1,799
万円，1,800 万円から 4,499万円，4,500万円以上の約 4 分の 1 ずつで区切った 4 区分で「有
























































































 回答した団体の，2013（平成 25）年度の収入額については，平均は 6,600万円程度であ
った（Q12）。内閣府 NPO 調査の平均は約 5,000 万円であり，それよりは若干高い。ただ
し，どちらも高収入の団体が平均数値を上げており，中央値はどちらも 1,700 万円程度で




附金は数%，事業収入は 1 割程度（11.2%）であった。内閣府 NPO 調査の事業収益 63.6%，
補助金・助成金 17.3%，寄附金 11.1%，会費 6.1%といった割合と比べると，大きく異なる。
全体としては行政依存が高まりやすい傾向にある組織とも言えよう。 





民設民営 95.2%，「事業収入」は公設公営では 44.7%，公設民営 73.2%，民設民営 90.3%，「行
政等からの業務委託費」は公設公営では 18.7%，公設民営 92.7%，民設民営 80.6%，「前の





























回答した団体の，2013（平成 25）年度の支出の平均値は 5,300 万円程度であった（Q13）。
この内訳を見ると，人件費以外の事業費が 5 割強（53.6%），事業費のうちの人件費が 3割
強となっており，管理費は 1 割弱であった。 
 運営形態別に見ると内訳を「事業費（うち人件費）」は公設公営では 62.5%，公設民営 85.4%，










































人」が 22.7%，「４〜６人」が 21.2%，「11〜15人」が 12.9%，「21人以上」が 9.8%，「16〜
20人」が 8.3%という構成となっていた（Q14）。 





次が 60.0％，２番目に高い区分が 80.0%，最も高い区分で 96.7%と，収入が多いほどスタ
ッフ数も多い。運営形態別に「４人以上」の割合を見ると，公設公営では 56.0%，公設民





有給スタッフ３人以上の割合は内閣府 NPO 調査では 63.0%であり，中間支援組織は
79.5%と割合が高い。 
収入段階別に収入の 4区分での「有給スタッフ 3 人以上」を見ると，最も低い区分では
65.1%，次が 70.0％，2 番目に高い区分が 90.0%，最も高い区分で 100.0 %と，収入が多い
ほど割合が高い。また，収入段階別に収入の 4 区分での「無給スタッフ 1 人以上」の割合












































と，公設公営では 16.0%，公設民営 33.3%，民設民営 50.3%と，公設公営では低く，民設民
営では高い。同じく，事務局長の年代について尋ねたところ，50 代が４割強と最も高く
（42.7%），続いて，60 代が 23.7%，40 代が 14.5%，30 代までが 13.7%，70 代以上が 5.3%
という割合となっていた（Q16）。運営形態別では 50 代以上の割合を見ると，公設公営で
は 88.0%，公設民営 73.2%，民設民営 73.1%と，公設公営が高い（図表５−11）。 
 





























































設民営 33.3%，民設民営 38.5%，「企業勤務経験」は公設公営 20.0%，公設民営 47.6%，民設
民営 43.1%，「他の NPO 等での勤務経験」は公設公営 28.0%，公設民営 54.8%，民設民営





















































公設民営 78.6%，民設民営 78.5%，「交渉力」は公設公営 40.0%，公設民営 57.1%，民設民営
60.0%，「人脈の広さ」は公設公営 48.0%，公設民営 76.2%，民設民営 72.3%，「リスク対応
力」は公設公営 32.0%，公設民営 45.2%，民設民営 41.5%，と，いずれも民営で割合が高い。 
逆に「社会人としての基礎的知識や態度」は公設公営 100.0%，公設民営 90.5%，民設民










































ては，「交渉力」が３年未満で 42.5%に対して 10 年以上では 100.0%と 57.5 ポイント差，「リ
スク対応力」は３年未満で 40.0%に対して 10 年以上では 71.4%と 31.4 ポイント差，「創造
力」は３年未満で 40.0%に対して 10 年以上では 71.4%と 31.4 ポイント差，「コーディネー
ト力」は３年未満で 60.0%に対して 10年以上では 85.3%と 25.3ポイント差，「企画力」は
３年未満で勤続年数が 62.5%に対して 10年以上では 85.7%と 23.2ポイント差とかなり差が
あり，これらは特に長いほど高い。 
必要な資質・能力は既存の資質・能力とほぼ同様の傾向であるが，「政策提言力」に関
しては既に有している割合は３年未満で 37.5%に対して 10年以上では 42.9%と 5.4 ポイン
ト高い。「政策提言力」が必要だと回答している割合は３年未満で 55.0%に対して 10 年以









 運営形態別に割合を見ると，「公的機関を介した求人」は，公設公営 36.0%，公設民営 64.3%，
民設民営 52.3%，「ホームページ，ポータルサイト，SNS，メーリングリストによる求人」
は，公設公営 20.0%，公設民営 38.1%，民設民営 40.0%，「団体スタッフの紹介」は公設公

































公設民営 73.8%，民設民営 69.2%，「自己啓発の奨励」は公設公営 24.0%，公設民営 47.6%，
民設民営 47.7%，「他の中間支援組織との交流」は公設公営 60.0%，公設民営 85.7%，民設
民営 80.0%，「講師として外部機関・団体に派遣」は公設公営 12.0%，公設民営 40.5%，民
設民営 52.3%，「NPO 等へのフィールドワークやヒアリング」は公設公営 20.0%，公設民
営 45.2%，民設民営 55.4%と，いずれも民営が高い。「職務改善を目的としたミーティング」
は公設公営 56.0%，公設民営 81.0%，民設民営 69.2%，「外部講師による研修」は公設公営








民設民営 20.3%，「NPO 等へのフィールドワークやヒアリング」は公設公営 12.0%，公設








プログラムの実施」が，３年未満で 12.5%に対して 10年以上では 57.1%と 44.6ポイント差，
「NPO 等へのフィールドワークやヒアリング」が３年未満で 32.5%に対して 10 年以上で
は 57.1%と 24.6 ポイント差，「先輩・同僚による指導体制」が３年未満で 55.0%に対して
10年以上では 71.4%と 16.4ポイント差，「講師として外部機関・団体に派遣」は３年未満

































































に必要な情報収集が十分でない」は，公設公営 29.2%，公設民営 42.5%，民設民営 28.6%と，
公設民営の割合が高い。「NPO 等への教育事業による収益が十分に得られていない」は，













信という 2 点が，中間支援組織の課題として大きいことがうかがえる。 
運営形態別に見ると，「各種事業を企画開発，コーディネートする人材が育たない」は，
公設公営 20.8%，公設民営 30.0%，民設民営 42.9%，と民設民営の割合が高い。逆に「事業
運営などへの指導ができるスタッフが少ない」は，公設公営 41.7%，公設民営 32.5%，民設
民営 25.4%と，公設公営の割合が高い。「NPO 等への教育事業による収益が十分に得られ




























































































































































































































9.5%，民設民営 36.9%，「マーケティング」は公設公営4.0%，公設民営 9.5%，民設民営 15.4%と，
いずれも民設民営の割合が特徴的に高い（図表６−４）。今後はニーズの把握を基本として，事業
計画やマーケティングなどの講座も求められよう。 












民設民営 92.3%，「調査の実施」は公設公営 44.0%，公設民営 52.4%，民設民営 63.1%と，民設民
































図表６−５ NPO等のニーズ把握の方法（運営形態別） 単位（%） 










設民営 58.5%，「文化・スポーツ振興」は公設公営 68.0%，公設民営 54.8%，民設民営 38.5%と，



































































































































































































































































































































































































度数 11 1 4 16
% 68.8% 6.3% 25.0% 100.0%
度数 14 18 9 41
% 34.1% 43.9% 22.0% 100.0%
度数 17 24 21 62
% 27.4% 38.7% 33.9% 100.0%
度数 42 43 34 119














































































































































































































度数 11 8 6 25
% 44.0% 32.0% 24.0% 100.0%
度数 7 20 15 42
% 16.7% 47.6% 35.7% 100.0%
度数 15 30 20 65
% 23.1% 46.2% 30.8% 100.0%
度数 33 58 41 132
































































































































































































機関の数が最も多く 6.44，次いで中規模で 5.84となっており，低規模の組織と比べると 2
〜2.5程度の差がある。更にスタッフ数についても，人数が多い組織の連携する機関の数が
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図表７－14 連携・協働のメリット（運営形態別） 単位（％） 
 
 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































課題に対して活動する NPO への支援を，今後更に充実させる必要がある。 
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度数 % 度数 % 度数 %
保険、医療又は福祉の増進を図る活動 8 6.1% 4 3.0% 7 5.3%
社会教育の推進を図る活動 1 0.8% 8 6.1% 12 9.1%
まちづくりの推進を図る活動 26 19.7% 33 25.0% 12 9.1%
観光の振興を図る活動 1 0.8% 1 0.8% 1 0.8%
農山村又は中山間地域の振興を図る活動 0 0.0% 3 2.3% 4 3.0%
学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 1 0.8% 1 0.8% 1 0.8%
環境の保全を図る活動 4 3.0% 1 0.8% 5 3.8%
災害救援活動 1 0.8% 1 0.8% 2 1.5%
地域安全活動 0 0.0% 1 0.8% 3 2.3%
人権擁護又は平和増進を図る活動 0 0.0% 1 0.8% 1 0.8%
国際協力の活動 1 0.8% 0 0.0% 1 0.8%
男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 0 0.0% 2 1.5% 2 1.5%
子供の健全育成を図る活動 2 1.5% 6 4.5% 9 6.8%
情報化社会の発展を図る活動 0 0.0% 2 1.5% 5 3.8%
科学技術の振興を図る活動 0 0.0% 2 1.5% 0 0.0%
経済活動の活性化を図る活動 0 0.0% 2 1.5% 3 2.3%
職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 1 0.8% 20 15.2% 1 0.8%
消費者の保護を図る活動 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
NPO法に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 74 56.1% 20 15.2% 8 6.1%
NPO法に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動 1 0.8% 2 1.5% 1 0.8%















































































平均値 標準偏差 度数 最小値 最大値
会費・寄付金 2228.4 11571.2 119 0 123862
事業収入 7399.9 24267.3 119 0 170772
行政等からの補助金 11307.9 55671.7 119 0 473134
行政等からの業務委託費 29074.0 107174.9 119 0 1103983
行政以外の業務委託費 1287.2 5712.0 119 0 48227
助成金 867.9 2191.0 119 0 15238
雑収入 873.3 3589.2 119 0 35197
その他 1103.0 5696.1 119 0 46054
前の年度（2012年度）からの繰越金 12212.9 61462.7 119 0 635124
収入総額 66354.4 149151.2 119 165 1142680
平均値 標準偏差 度数 最小値 最大値
事業費 46299.07 120004.49 119 158 1111738
事業費（うち人件費） 17429.13 26780.646 119 0 138409
管理費 7513.29 26117.129 119 0 271973
管理費（うち人件費） 3907.35 19214.961 119 0 205065







































































































































































































































Ⅱ. NPO 等への支援に関する質問 
 




























度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 %
助言・相談 87 65.9% 36 27.3% 9 6.8% 0 0.0% 132 100.0%
講座・研修 63 47.7% 49 37.1% 17 12.9% 3 2.3% 132 100.0%
資金提供 16 12.1% 18 13.6% 26 19.7% 72 54.5% 132 100.0%
会議室や活動のスペースの提供 51 38.6% 35 26.5% 25 18.9% 21 15.9% 132 100.0%
設備、備品等の提供 35 26.5% 32 24.2% 38 28.8% 27 20.5% 132 100.0%
情報発信や広報の支援 70 53.0% 54 40.9% 7 5.3% 1 0.8% 132 100.0%
ネットワークづくり 72 54.5% 50 37.9% 8 6.1% 2 1.5% 132 100.0%
人材の派遣 13 9.8% 28 21.2% 45 34.1% 46 34.8% 132 100.0%
能力の認定・認証 5 3.8% 7 5.3% 13 9.8% 107 81.1% 132 100.0%
インターンシップのコーディネート・マッチング 8 6.1% 18 13.6% 40 30.3% 66 50.0% 132 100.0%







































































































































度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 %
広報範囲が広がる 68 51.5% 59 44.7% 5 3.8% 0 0.0% 132 100.0%
信用保証になる 52 39.4% 62 47.0% 16 12.1% 2 1.5% 132 100.0%
斬新な企画案が出せる 21 15.9% 55 41.7% 49 37.1% 7 5.3% 132 100.0%
専門的な知識・ノウハウが得られる 30 22.7% 65 49.2% 35 26.5% 2 1.5% 132 100.0%
安定的な資金が得られる 25 18.9% 39 29.5% 55 41.7% 13 9.8% 132 100.0%
お互いに成長できる 39 29.5% 67 50.8% 24 18.2% 2 1.5% 132 100.0%
ネットワークが広がる 67 50.8% 55 41.7% 8 6.1% 2 1.5% 132 100.0%
事務が簡素化される 2 1.5% 12 9.1% 70 53.0% 48 36.4% 132 100.0%
新しい分野の開拓につながる 31 23.5% 65 49.2% 33 25.0% 3 2.3% 132 100.0%
社会的インパクトが増す 28 21.2% 68 51.5% 34 25.8% 2 1.5% 132 100.0%
お互いの強みをより活かせる 53 40.2% 61 46.2% 16 12.1% 2 1.5% 132 100.0%
全く思わない 合計とてもそう思う ややそう思う あまりそう思わない
度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 %
対等な立場での関係構築が難しい 35 26.5% 58 43.9% 38 28.8% 1 0.8% 132 100.0%
対話の機会の設定が難しい 20 15.2% 52 39.4% 57 43.2% 3 2.3% 132 100.0%
文化や言葉の違いによる意思疎通が難しい 21 15.9% 38 28.8% 59 44.7% 14 10.6% 132 100.0%
信頼関係の構築ができない 7 5.3% 20 15.2% 96 72.7% 9 6.8% 132 100.0%
共通の目標の設定が難しい 19 14.4% 57 43.2% 51 38.6% 5 3.8% 132 100.0%
共通の評価軸の設定ができない 18 13.6% 67 50.8% 45 34.1% 2 1.5% 132 100.0%
適正なコストの算定ができない 24 18.2% 64 48.5% 41 31.1% 3 2.3% 132 100.0%
活動継続のための経済的保証が得られない 32 24.2% 66 50.0% 29 22.0% 5 3.8% 132 100.0%
適切な役割分担ができない 12 9.1% 59 44.7% 56 42.4% 5 3.8% 132 100.0%
リスク分担が明示されていない 17 12.9% 61 46.2% 49 37.1% 5 3.8% 132 100.0%
相互利益の確認ができていない 15 11.4% 52 39.4% 60 45.5% 5 3.8% 132 100.0%
中間支援組織の人手が不足している 57 43.2% 52 39.4% 21 15.9% 2 1.5% 132 100.0%
中間支援組織の資金力が不足している 61 46.2% 46 34.8% 22 16.7% 3 2.3% 132 100.0%
行政側の窓口の一本化が行われていない 39 29.5% 42 31.8% 45 34.1% 6 4.5% 132 100.0%
行政側の人事異動に伴う引き継ぎが円滑でない 53 40.2% 50 37.9% 27 20.5% 2 1.5% 132 100.0%
双方の調整役が確保できていない 18 13.6% 63 47.7% 47 35.6% 4 3.0% 132 100.0%

















度数 % 度数 % 度数 %
行政 82 63.1% 29 34.1% 13 21.3%
企業（株式会社、合同会社など） 9 6.9% 12 14.1% 11 18.0%
特定非営利活動法人 13 10.0% 7 8.2% 8 13.1%
学校法人 3 2.3% 2 2.4% 1 1.6%
独立行政法人 0 0.0% 3 3.5% 1 1.6%
一般社団法人・一般財団法人 1 0.8% 3 3.5% 5 8.2%
公益社団法人・公益財団法人 7 5.4% 5 5.9% 6 9.8%
金融機関 1 0.8% 6 7.1% 1 1.6%
経済団体（商工会議所、青年会議所等） 2 1.5% 2 2.4% 1 1.6%
他の中間支援組織 2 1.5% 1 1.2% 5 8.2%
新聞社や放送局などのメディア 1 0.8% 2 2.4% 2 3.3%
その他 9 6.9% 13 15.3% 7 11.5%
合計 130 100.0% 85 100.0% 61 100.0%
1位 2位 3位
度数 % 度数 % 度数 %
資金面での提携 68 52.3% 41 48.2% 19 31.1%
人材の交流（インターンシップを含む） 18 13.8% 15 17.6% 8 13.1%
場所の提供 58 44.6% 22 25.9% 16 26.2%
広報 70 53.8% 39 45.9% 32 52.5%
事業の開発 47 36.2% 36 42.4% 27 44.3%
事業の実施 91 70.0% 67 78.8% 43 70.5%
事業の評価 31 23.8% 18 21.2% 15 24.6%
情報交換 73 56.2% 40 47.1% 34 55.7%
調査研究 21 16.2% 11 12.9% 5 8.2%
相談、コンサルティング 42 32.3% 19 22.4% 13 21.3%


















度数 % 度数 % 度数 %
広報範囲が広がる 79 61.2% 53 62.4% 33 54.1%
信用保証になる 68 52.7% 39 45.9% 24 39.3%
斬新な企画案が出せる 25 19.4% 21 24.7% 17 27.9%
専門的な知識・ノウハウを得られる 28 21.7% 28 32.9% 18 29.5%
安定的な資金を得られる 56 43.4% 30 35.3% 11 18.0%
お互いに成長できる 53 41.1% 33 38.8% 26 42.6%
ネットワークが広がる 74 57.4% 57 67.1% 41 67.2%
事務が簡素化される 8 6.2% 2 2.4% 4 6.6%
新しい分野の開拓につながる 33 25.6% 32 37.6% 28 45.9%
社会的インパクトが増す 49 38.0% 37 43.5% 25 41.0%
お互いの強みをより生かせる 76 58.9% 54 63.5% 36 59.0%



































度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 %
行政の教育構想企画の策定 62 49.2% 56 44.4% 3 2.4% 5 4.0% 126 100.0%
行政の審議会委員等 69 54.8% 49 38.9% 2 1.6% 6 4.8% 126 100.0%
教育政策の評価 49 38.9% 69 54.8% 3 2.4% 5 4.0% 126 100.0%
行政の行う事業に関する相談や
コンサルティング
85 67.5% 33 26.2% 3 2.4% 5 4.0% 126 100.0%
地域のリーダー・指導者養成 105 83.3% 13 10.3% 7 5.6% 1 0.8% 126 100.0%
ボランティアの養成 100 79.4% 18 14.3% 7 5.6% 1 0.8% 126 100.0%
その他の地域人材の育成 104 82.5% 14 11.1% 7 5.6% 1 0.8% 126 100.0%
教育関連機関への講師派遣 83 65.9% 35 27.8% 5 4.0% 3 2.4% 126 100.0%
人材のコーディネート 97 77.0% 21 16.7% 5 4.0% 3 2.4% 126 100.0%
市民向けの講座・事業の実施 107 84.9% 12 9.5% 5 4.0% 2 1.6% 126 100.0%
教育関連施設の運営受託 34 27.0% 84 66.7% 2 1.6% 6 4.8% 126 100.0%
教育関連施設の指定管理 34 27.0% 84 66.7% 3 2.4% 5 4.0% 126 100.0%
教育関連機関の事業受託 52 41.3% 66 52.4% 2 1.6% 6 4.8% 126 100.0%
行政職員への研修 76 60.3% 42 33.3% 4 3.2% 4 3.2% 126 100.0%
行政への情報提供 104 82.5% 14 11.1% 4 3.2% 4 3.2% 126 100.0%
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